
作成責任者名

順調である
政策体系上の

位置付け
平成26年７月

75 約28% 平成23年度 - - - 約28% 約31% Ａ－２ 約66% 平成28年度

60 0% 平成23年度 - - - 0% 約33% Ａ－２ 約57% 平成28年度

76 約78% 平成23年度 - - - 約78% 約80% Ａ－２ 約85% 平成28年度

77 0% 平成23年度 - - - 0% 14% Ａ－２ 約100% 平成28年度
最大クラスの津波ハザードマップを作成・公表し、防
災訓練等を実施した市町村の割合

【指標の定義】
最大クラスの津波ハザードマップ作成対象市町村数のうち津波ハザードマップを作成・公表し、かつ防災訓練等を実施した
市町村数の割合（％）
ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合＝①／②
①：津波ハザードマップを作成・公表済みかつ防災訓練を実施した市町村数
②：津波ハザードマップ作成対象となると想定している市町村数
【目標設定の考え方・根拠】
最大クラスの津波に対して人命を守る観点から緊急に警戒避難体制が必要な市町村について、津波ハザードマップを作成・
公表し、防災訓練をすることは、最大クラスの津波発生時に備え、円滑かつ迅速な避難の確保に資するものであり、本指標
はその成果を測るものである。
最大クラスの津波（発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす津波）で人的被害が発生または発生
することが懸念される市町村（東日本大震災で死者・行方不明者が発生した沿岸市町村及び、東海・東南海・南海地震で同
様の被害が懸念される市町村）については、できるだけ早期に防災訓練等が行われる必要があり、これらの市町村の全て
で、計画期間中（平成２８年度まで）に実施を目標とする。
(社会資本整備重点計画第３章のフォローアップ指標)

東海・東南海・南海地震等の大規模地震が想定され
ている地域等における海岸堤防等の整備率（計画高
までの整備と耐震化）

【指標の定義】
東海・東南海・南海地震等の大規模地震が想定されている地域等で、耐震対策等により、背後地の重要な保全対象等の防
護が完了する海岸における堤防等（堤防、護岸、胸壁）の整備率＝①／②
①：東海・東南海・南海地震等の大規模地震が想定されている地域等で、耐震対策等により、背後地の重要な保全対象等
の防護が完了する海岸の海岸堤防等の総延長のうち、計画高までの整備と耐震性の確保が完了している延長
②：上記対象海岸の海岸堤防等の総延長（約１，１０５km）
【目標設定の考え方・根拠】
東海・東南海・南海地震等の大規模地震が想定されている地域については、できるだけ早期に海岸堤防等を整備する必要
がある。また、東日本大震災の被災地では、平成２７年度末までに復旧を完了させる予定である。長期的には対象海岸全体
で整備率を１００％とすることを目標に、当面の目標として平成２８年度までに達成可能な値として設定。
(社会資本整備重点計画第３章のフォローアップ指標)

【再掲】東海・東南海・南海地震等の大規模地震が想
定される地域等において、今後対策が必要な水門・
樋門等の自動化・遠隔操作化率

【指標の定義】
東海・東南海・南海地震等の大規模地震が想定されている地域等で津波の影響を受ける河川及び海岸において、自動化・
遠隔操作化等が未対策で早急な対策を要する水門・樋門のうち、対策を実施した箇所の割合
【目標設定の考え方・根拠】
平成２８年度末までに実施予定の事業により見込まれる成果等から設定
なお、国管理分については、できるだけ早期に自動化・遠隔操作化を完了する必要があるため、計画期間内（平成２８年度
末まで）に１００％を目指して事業を実施予定である。
(社会資本整備重点計画第３章のフォローアップ指標)

侵食海岸において、現状の汀線防護が完了した割合

【指標の定義】
侵食海岸において、現状の汀線防護が完了した割合＝①／②
①侵食海岸の汀線防護が完了している延長
②侵食海岸の汀線防護を実施すべき延長（約３，１００km）
【目標設定の考え方・根拠】
長期的には１００％とすることを目標に、当面の目標として平成２８年度までに達成可能な値として設定。
(社会資本整備重点計画第３章のフォローアップ指標)

業績指標等の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等目標値
設定年度

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 目標年度

業績指標等
初期値

実績値

評価結果 目標値

施策目標の概要及び達成すべき目標
海岸保全施設等の施設を充実させるとともに、津波・高潮ハザードマップや住民避難対策の促進によ
り、ハード・ソフト一体となった総合的な防災対策を進めることにより、効率的に津波・高潮・侵食等によ
る災害の防止・減災を推進する。

施策目標の
評価結果

４ 水害等災害による被害の軽減
政策評価実施
予定時期

平成25年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標 １３ 津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する 担当部局名
水管理・国土保全局砂防部保全課海岸室
港湾局海岸・防災課

海岸室長 五道 仁実
海岸・防災課長 守屋 正平

（国土交通省２５－⑬）



78 約6% 平成23年度 - - - 約6% 集計中 Ａ－２ 約100% 平成28年度

79 約53% 平成23年度 - - - 約53% 約66% Ａ－２ 約100% 平成28年度

9,710 10,057 9,770

(9,656) (10,042) -

12,091 84,642 31,135

(10,575) (79,253) -

11,368 8,880 14,171

(11,358) (8,879) －

338 2,330 3,521

(338) (2,330) －

-

-

(4)
海岸事業（東日本大震災関連）
（平成23年度）（関連25－⑫）

135

被災地において、津波による浸水被害の軽減のため津波防波堤の整備を実施。また、東日本大震災において、海岸堤防等の沈
下・損壊などの被害が発生し、来襲する津波により多くの人命・財産が失われたことを教訓として、東海・東南海・南海地震等の大
規模地震に伴う津波に備えるため、即効性の高い海岸堤防等の地震・津波対策（液状化対策、陸閘の自動化・遠隔操作化等）を
実施。

60,75

-

-

(3)
海岸事業（直轄・補助）
（直轄：昭和47年度、補助：昭
和31年度）（関連25－④、⑫）

26
津波・高潮、波浪、海岸侵食による災害から背後の人命や財産の防護、国土保全に資することを目的に、堤防、突堤、護岸、離岸
堤等の整備を行う。

60,75,76,79

-

(2)

河川・海岸等復興関連事業（水
管理・国土保全局所管）（東日
本大震災関連）
（平成23年度）（関連25－⑫）

124

被災地の復興を推進するため、堤防かさ上げ、水門等の自動化・遠隔操作化、堤防・水門等の耐震・液状化対策、重要交通網等
に被害を及ぼすおそれが高まっている箇所における土砂災害対策を実施する。また、大規模な津波や洪水等の発生時において
も、重要な河川管理施設の機能を適切に発揮させるための施設の耐水化、予備電源確保等を実施。
東日本大震災における堤防の液状化や津波の河川遡上による被害、水門等の操作員の被災等を踏まえ、東海、東南海・南海地

震の対策地域等における津波が遡上する区間や、ゼロメートル地帯で大規模な地震に伴う堤防の液状化等により甚大な被害が
想定される区間において、即効性の高い堤防のかさ上げや堤防等の耐震・液状化対策、水門等の自動化・遠隔操作化を実施。

60,75,76

-

-

達成手段
（開始年度）

補正後予算額（執行額） 25年度
当初

予算額
（百万円）

達成手段の概要
関連する
業績指標
等番号

達成手段の目標（25年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）

25年度
行政事業レビュー

事業番号

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

(1)
海岸事業
（昭和24年度）（関連25－④、
⑫）

22

津波、高潮、波浪、海岸侵食による災害から背後の人命や財産の防護、国土保全に資することを目的に、被災のメカニズムや特
性等を把握するため、海象観測や現地調査・地質調査等を実施し、その結果を基に対策工事の計画を立案するとともに、この計画
に基づき、堤防、突堤、護岸、離岸堤等の整備を行う。
また、国土保全上極めて重要である沖ノ鳥島海岸で、海岸の維持管理を実施する。
国費率・補助率
直轄事業：国10/10、2/3

60,75,76,79

-

海岸堤防等の老朽化調査実施率

【指標の定義】
東海、東南海・南海地震等の大規模地震が想定されている地域等で、老朽化調査を実施し、対応方針の検討が実施された
整備後概ね４０年を経過した海岸堤防等の割合＝①／②
①東海、東南海・南海地震等の大規模地震が想定されている地域等の海岸の１９７０年以前に整備された海岸堤防等のう
ち、老朽化対策の要否について検討がなされている延長
②東海、東南海・南海地震等の大規模地震が想定されている地域等の海岸の１９７０年以前に整備された海岸堤防等の延
長（約１，９００km）
【目標設定の考え方・根拠】
１９７０年以前に整備された海岸堤防等については、できるだけ早期に老朽化調査を実施し、対応方針を検討する必要があ
るため、平成２８年度までに約１００％とすることを目標に設定。
(社会資本整備重点計画第３章のフォローアップ指標)

下水道津波BCP策定率（BCP：事業継続計画）

【指標の定義】
東海、東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が想定されている地域に位置し、沿岸域にある下水処理場
のうち、津波を対象とした下水道ＢＣＰを策定した割合。
（分母）東海、東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が想定されている地域に位置し、沿岸域にある下水

処理場数
（分子）津波を対象とした下水道ＢＣＰを策定した下水処理場数

【目標設定の考え方・根拠】
東海、東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が想定されている地域に位置し、沿岸域にある下水処理場
については、できるだけ早期に下水道ＢＣＰを策定する必要があり、その全てについて平成２８年度までに津波を対象とした
下水道ＢＣＰを策定することとして設定。
(社会資本整備重点計画第３章のフォローアップ指標)


